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Abstract 

Japan Society of Physical Education， Health and Sport Sciences established the ad hoc 

committee for college physical education. And this committee examined a feasibility of 

an internship program for graduate students on physical education in higher education. 

This program can be one of the programs of Preparing Future Faculty. The purpose 

of this internship program was to make graduate students of sport science colleges 

understand the career of physical education teachers in higher education through 

experiencing a Teaching Assistant and management operations. 

In order to consider on contents and operations of the internship， two courses of 

University of Tsukuba were examined. They were寸heoryand Field Study in Physical 

Education III" and “Developing physical education curriculum in higher education". 

Questionnaire survey was conducted for 104 graduate students of Nippon Sport 

Science University in February of 2014. 91.7% of students who want to have a job in 

higher education have an interest in the internship program. 

2 master course students participated in the trial program of internship of Bunkyo 

University at Chigasaki City of Kanagawa Prefecture in May and June of 2014. This 

program consisted of a prior learning on web site， 3 day internship and a final report. 

Each student reported that they were motivated to make their careers. 

Through this trial program， the ad hoc committee for college physical education 

concluded that it's too difficult for academic associations and societies to operate the 

1 )文教大学

2 )日本体育大学

3 )筑波大学

4 )東京女子体育大学
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internship program and that the internship programs are recommended to be operatecl 

by incliviclual universities. 

Key word: physical eclucation in higher eclucation， gracluate stuclent， preparing for 

future faculty 

はじめに

1=1本体育学会は 2013年に大学体育問題特別

委員会(小林勝法委員長)を設霞し大学体育

や専門体育の質保証のあり方を検討し必要な

を行うことをその責務とした。検討課題の

ーっとして.教養体育インターンシップの実現

可能性の検討が挙げられた。それは. I大学院

生に教育力をつけさせて欲しいjという:lJV，揚の

戸に応えるためでもあか大学院教育を充実さ

せようとする自の政策に適うものでもあった。

小林ら (2011) は. 2010 年に大学の体育の

教員として初めて採用された教員を対象にアン

ケート調査を行った。 回答があった 37人のう

ち.保健体育の教員免許を持っていない者が

19%で，学士課程で体育を専攻していない者が

22%であった。教育実習を経験していなかった

か体育学の基礎を全般にわたって学んでいな

いと推測される新任教員が約 2割という結果で

あった。また.小林ら (2012) は大学院生を対

象に同様の調査をしている。 修士課税在籍448

人. t専士課程在籍 69人から得られた回答を集

計した結果，保健体育の免討二を持っていない者

が4割.学士課程で、体育を専攻していない者が

2割であった。学士課程で、体育学を学ばず，教

育実習を経験せずに教壇に立つとなると，その

教育力に懸念を感じざるを得なし」また，教育

力だけではなくて.意欲についても差が見られ

た。保健体育の教員免許取得者や体育学専攻者

の方が，そうでない者よりも，大学体育教員と

しての教育に対する意欲が統計的に高かった。

具体的には. I大学教員になるための準{誌をし

たい」ゃ「実技指導の種目を広げたか指導能

カをi高めたいJ.I大学教育の 13i'l~や役割につい

て学びたしづという項目である。これらの意欲

が，免許取得者や体育学専攻者の方が高かった。

従来は，体育学部や教育学部jで学び，教員免

許を取得して卒業し大学院で研究力を養って

から就職するので¥大学の体育組織も安心して

授業を任せられていた。しかし近年では約 2

害IJの新任教員がそうではないとなると.他の専

門領域のようにフカカルテイ・デイベロップメ

ント (FD)の必要性が高まっていることになる。

中央教育審議会答申 (2005) では. I大学院に

おける大学教員養成機能(プレ FD)の強化を

図るjと述べられている。それから. I第2次

大学院教育振興施策要綱J(文部科学省・ 2011)

には. Iプレ FDの促;進と TAを充実させる」

ということが計画の仁1=1に盛り込まれている。そ

して，実際に，筑波大学や名古屋大学，京都大

学，東京大学などではこういう教員養成プログ

ラムが始まっている。先に述べたように，体育

でもその必要性が高まっている。

ところで，ティーチング・アシスタント (TA)

をする場合，専門体育のTAをしても，その経

験は教養体育にはほとんど活かされなし=。専i可

体育と教養体育とでは，その教育自的や学生の

能力，実技種目などが異なるからである。総合

大学であれば，教養体育のTAを経験すること

もできるであろうが，体育の単科大学の場合は

それは不可能である。そこで，主に体育大学の

大学院生に他大学の教養体育のTAや管理運営

業務の職場体験をさせ，キャリアに対ーする理解

を深めさせることを白的としたインターンシッ

フ。の実現可能性について，大学体育問題特別委

員会が検討した。全国大学体育連合と全自体育
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系大学学長-学部長会などが共同でインターン

シップ制度を実施し修了者には修了書を発行

し履歴書に記載できるようにすることを目指

してlIi!J度設計をしたが，実際にインターンシッ

プを試行した結果， 1個別大学に委ねることが

妥当であるjとの結論に達した。本稿は，個別

大学に参考資料を供するために，大学体育特別

委員会での検討結果を報告する。

I. 目的と方法

教養体育のインターンシップの制度設計と実

現可能性を検討することを目的として，芸員f以事

例を検討し制度設計した。そして，大学校生

の意向調査をしニーズを把握した上で， 2014 

年春にインターンシップを百式行したO 以下， こ

の)11互に報告する。

2. 類似事例の検討

教養体育インターンシッフ。は大学教員養成プ

ログラムのーっとなりうる。そこで， インター

ンシップの内容や運営方法について検討するた

めに，先行事例や類似事例を参考にすることに

した。筑波大学は，実習科目「体育授業理論実

習rnJ (3年生以上)を開設し「大学体育カリ

キュラム開発論J(後期博士課程)を計画して

いるとのことなので，この 2つを参考にするこ

とにした。

2.1 体育授業理論実習麗

f体育授業理論実習田jは2001年度から開設

し毎年. 60人から 70人が受講している科目

である。体育専門学群の 3年生以上で保健体育

の教員志望者を対象とし「向 1J 11司豆Jを履

修していることを条件としている。 11可1Jは，

組織的観察法や省察方法. u寺案の作成方法，マ

ネジメント技法などを学ばせ， 11可IIJはこれ

らを発展させると共に，授業改善の手続きにつ

いて学ばせている。 11司自」は一般学生を対象

とした指導経験と学習者理解，指導案作りに取

り組ませる。学部生の科目でありながら，一般

学生が受講している教養体育を実習の場として

いることが，教養体育インターンシップと類似

している。

教養体育の担当者全員に実沼指導を依頼し

教員の打ち合わせや受講者向けのオ 1)エンテー

ションを経て，実習授業を決定する。実習は学

期1:1:1，その授業に参加させ，授業の観察や補助，

可能であれば，指導する経験を 11m持たせる。

毎回，観察ノートに記述させ，期末にはレポー

トを提出させ， さらに体験報告会も行う。

成績評価は，実習授業担当教員が実習ノート

も参考にしながら，参加態度 (30}~J と指導

技能 (30点)，出席 (10点)について採点し

期末レポート (30点)については「同盟」の

担当教員が採点し合計点が成績となる。

2.2 大学体育カリキュラム開発論

「大学体育カリキュラム!?号発論jは後期博士

課程の学生を対象とした演習科目である。 授業

百的は f大学体育の理論並びに一運営に必要な知

識，技能を大学体育の授業の観察並びに授業研

究を通して修得していく Jことで，履修条件を

教養体育のTAを経験しているか，中高保健体

育一種免許を取得していることとしている。授

業内容は，大学体育の理念とカリキュラム開

発および評価論，授業研究の手法とデザイン.

データ収集と分析，研究成果発表となっている。

3. 大学院生の意向調査

教養体育インターンシップに対するニーズを

探るために， 日本体育大学大学院に在籍する大

学院生 104人を対象として.2014年2月にア

ンケート説査を行った。アンケート用紙には，

インターンシップについて以下のように説明

し実習内容も示した。
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大学教員として就職すると，多くの場合，一

般学生を対象にした教養体育(実技と講義)を

担当することになります。教員;采JlJに当たって

は教育力が:>Jとめられ，模擬授業をする大学も数

多くあります。 TAの経験は有議ですが，体育系

大学は教養体育の TAを経験する機会がありませ

んO そこで，主に体育系大学院生で、大学への就

職を希望している学生さんを対象として，他大

学の教養体育の TAや管理It運営業務のJ[i技場体!投を

させ大学体育キャ 1)アに対ーするよIjlfiJi{を深めさせ

ることを I~I 的として昏 このi!J1J度が検討されてい

ます。修了者には全国大学体育連合や全国体育

系大学学長・学部長会などが修了書:を発行し履

歴書に記載できるようにする予定です。インター

ンシップから専任教員や非常勤講Ilili採用へつな
げることも期待しています。

回答総数は 61で，回答率は 59%であった。

その内訳を表 lに示す。なお.表1=1=1のMは修

士課程を.Dはi専:士後期課程を示し数字は学

年を示している。

質問は「もし可能で、あれば大学教養体育にお

いて就職を希望しますかjなどで.1はしづかれ=

いえjかの 2件法で回答を求めた。 lill答結果は

表2に示す通りである。

全回答者 I~:j 66.7%. 大学教養体育への就職

希望者においては91.7%の大学院生がインター

ンシップに関心を寄せている。そしてー大学へ

の就職希望者の中では. インターンシップへの

期待としてはJ能力開発」と「就職可能性J1職

表 1 lIIl答者数 .1豆i答率

場体験jへの関心が高かった。インターンシッ

プのあり方を検討する一上で、参考にすべき結果が

得られた。

4. インターンシッフ。の5式行こ

上記アンケートで， インターンシップへの関

心が高いことが確認できたので¥ 日本体育大学

大学院生を対象として試行をおこなった。その

試行の内容と方法，結果について述べる。

4.1 当事者間の手続きの流れ

インターンシップの当事者である「大学院生J

と「送り出す大学!史上「受け入れる大学jの手

続きの流れを図 1に示した。大学体育問題特別

委員会で検討していた案は，これにインターン

シップを管理運営し修了認定をする第三者委

員会を加えたものであったが，その委員会の業

務を省き.簡素化したものを試行では使用した。

l)g] 1には，実習希望者の募集から実習生の決定，

実習前のレポート，実習計画立案，実地研修，

事後レポート，受け入れ大学が作成する評価レ

ポート，大学院から受け入れ大学への感謝状ま

での流れを示しである。

4.2 参加大学説生と指導教員

事前に行った前述のアンケート調査では参加

希望者が多かったが，実際に実習に参加した大

学院生は修士課程 1年生の 2人であった。 1名

はヨガインストラクターの 30代女性で，体育

学部の出身ではない。もう 1名は，体育大学卒

表2 質問への回答率

全回答者中の割合(%)

大学教養体育への就職希望有 60.0 
インターンシップへの興味有 66.7 
職場体験への関心有 65.0 
能力開発への関心有 66.7 
履歴書記載への関心有 55.0 
就職可能性への関心有 68.3 
体育系大学出身である 70.0 
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教書整体膏インターンシッブ。フローチャート

大学院生 受け入れ大学

己?とJ

I~ 1 教養体育インターンシップ・フローチャート

業の 40代男性で，体操教室を経営している。 2

名とも社会入学生で，大学院に進学して間もな

いが，教養体育の授業に関心があることと実地

1i3f修のi曜日が都合良かったことが参加する主な

理由であった。大学院生への参加呼びかけや参

加大学院生と実習校との連絡などは， 日本体育

大学大学俣の教授 1名が担当した。

4.3 実習校と指導教員

実地布f11多は文教大学潟!T?持校舎で、行った。 I司校

舎は神奈川県茅ヶ崎市に位遣し情報学部と国

際学部，健康栄養学部，経営学部がある。体育

担当の専任教員は教授 1名と准教授 1名で， こ

の2名が実習生の指導に当たった。

4.4 実地研修日程

実地研修日は 2014年 5月29日(木)と 6Ji 

5日(木). 12日(木)の 3日間で，いずれも

1限から 5限であった。(鴎 2参照)全部で 15

11寺限の枠であったが，そのうちの 13時限に実
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事前学習
レポート1
レポート2

5月29日

9:20 11:00 13:20 15:00 16:40 
施設見学(施設管理) 授業見学 授業見学 授業見学 部活見学
カリキュラム(教斉方針等) ラケットスポーツ 健療づくりと運動プログラム シェイブアップ 体育会指導

6月58
教授法 授業見学

休憩
授業担当(A) 研究活動

ラケット-スポーツ 授業見学 社会貢献

6月12日

研究活動 授業見学
休憩

授業担当 (8) まとめ
社会貢献 ラケットスポーツ 授業見学

事後学子寸
事後レポート

1~12 ':jミj也iIJI:{1多I::l;f!H

習した。実習は指導教員の空きII寺1M]に指導した

り.授業を見学させたりした。また.ーコマず

つ，外部講師としてJ受業を担当させた。これは.

学外者を TAとして採用できないので. -11j: I対の

策であった。二人とも社会人で、あか特技を有

しているので、外部講師という形式を取ることが

できたが.そうでなければ授;業を担当させられ

なかった。授業の前には.指導案を書かせ，そ

の内容について指導したので.教育実習経験の

ない l名の大学院生には良い機会になった。

4.5 実習内容

実宵は事!IIj学習と実地研修，事後学習からな

り.大学のJ受業 15コマに相当するようにした。

実宮内容は以下の通りで，実際の配置は 1~12 に

示した。

(1)事前学習

eラーニング教材「大学教養体育の理念と実

際J(小林ほか.2013) を視聴し授業をす

る仁で、「留意すること」と「知りたいことJ.

「実習への意欲J1実習内容の希望Jを記述す
る。(レポート 1)

②実習先のディプロマ・ポリシーや学生実態を

ウェブ・サイトで確認し A4一一枚にまとめる。

(レポート 2)

(2)実地相f修

①授業見学・宇il日~J (実技，講義など)

授業を見学しその漏出~J も体験する。そして，

授業法について指j、与を受ける。

②施設・ )IJJ~t-管理業務

施設や用具の型Hについて.現状の説明を受

け，見学し，指導を受ける。

③学内行政活動

学内行政の内容や負担などについての説明を

聞き.指導を受ける。

③研究活動

iI)fj'E活動について指導を受ける。

③社会・地域貢献活動

「地域・社会貢献と大学体育J(小林・

2012) を事前に読んだ上で，社会・地域貢献

活動の具体例について指導を受ける。

⑥キャリア形成

f教員公募分析J(小林.2014) を事前に読

んだ上で，教員就職やその後のキャリア形成

について開き，指導を受ける。

(3)事後学習

以下について.A4一枚にまとめて，実習

大学に提出する。

① j二記実地研修の 5項自について，学んだこ

と(笛条書き)。
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②大学体育教員i践についての抱負と準備の必要

性について考えること。

4.6 結果と考察

事前学習や実地研修r1:'の教材のほとんどは，

eラーニング教材や論文となっているものを利

用したので，その而での指導教員の負担は大き

くなかった。実習生の受け入れについては.学

外者が授業に入ることに抵抗があり，実智大学

内での説得に時間を安した。教育実習に準じて

考えるならば結核などの感染症対策も必要にな

るので，予防jもかかる。指導教員は通常の授業

をこなしながら，空き II~J- 1 日j に実習生の指導をし

たため，負担は大きかった。教員数が多い組織

であれば，負担を分散できるし実習生も多く

の教員に接することができるので望ましいと考

える。

実習生の事後レポートからは，教員が行って

いる教育や研ヲ巳学内行政などのそれぞれの業

務について実際を知ることができ，キャリア形

成に向けての意欲が高まった様子がうかがえ

た。実習生の一人は. I大学での勤務と平行し

現在でも様々な観点から研究活動を続けられて

おり.常に問題や疑問を明らかにしていこうと

いう姿勢に感動しましたc 自身の研究b 論文

発表がすべてではなく，研究者としての道を続

けていくことが今後の課題だと思いました。j

と百己している。

指導教員の一人は. I実習生に教養体育の授

業や管理運営業務の職場体験をさせ，大学体育

教員キャリアに対する型IU9ヰを深めさせられたと

確信した。実習仁1:1はH副首]のやりくりで負担を感

じたが，実習生の人i許可や教育力を知ることがで

きたので，非常勤講師を採用するときには参考

になる。」との感想を述べている。

5.結論

インターンシップの内容と管理運営につい

て.類似事例の検討や大学院生への意向調査，

実留の試行を通して検討すした結果，大学体育問

題特別委員会は. I学協会が組織的に行うので

はなく，個別大学に委ねることが妥当である」

との品目命に達した。大学院生の関心は高く， イ

ンターンシッフoの教育効来は高いと考えられる

ので，今後の個別大学で、の取りま11みに期待した

い。 個別大学としては，筑波大学のように授業

科目を開設したり，実地研修を簡素化したりす

るなどいろいろな方法も考えられる。
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